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 図 1-1 建築を取り巻く社会環境（1960-2010 年） 
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図 1-2 各国の労働生産性の比較 1) 
OECD(経済開発協力機構)に加盟する
34 か国中、日本は 20 位（2013 年度） 


















































図 1-3 知的生産性向上の経済価値の検討事例 2) 
























































































































図 1-4 ワークプレイス（事務所専有部）における内部発熱の実態 
(a)時刻別電力消費量の推移（平均） 
(b)時刻別電力消費量のテナントによるバラツキ 







建築物に係る温室効果ガスである CO2の排出量は、図 1-5 に示すよう、全産業から排出
される CO2排出量の 1/3 強（業務：21%+家庭：16%=37%）を占めていることから、｢建築｣に














特に、オフィス建築を含む業務部門では、1990 年から 2012 年で約 51%増と約 1.5 倍と





















































































































































図 1-5 建築に係わる CO2 排出量 3) 
図 1-6 セクター別 CO2 排出量の推移 3) 









































図 1-7 ZEB の概念 4) 









































図 1-8 オフィス・ランドスケーピング 5) 
図 1-9 ユビキタス化するワークプレイスと設計ニーズ 










 図 1-10に、着衣量と代謝量を変化させた場合の PMV7)の試算事例を示す。PMV（予想平均
温冷感申告、Predicted Mean Vote）とは、人間が感じる温冷感の指標であり、温熱 6 要素
（気温・湿度・気流・熱放射・代謝量・着衣量）より計算される。熱的中立に近い状態に
おいて、大多数の人が感じる温冷感の平均値を示し、人体の熱負荷に基づいて解析した理






















とすると、クールビズ想定にて、着衣量 0.4clo としても PMV は 1.5 前後となり、通常の着












で、気温 21℃、相対湿度 50％、気流 0.1m/s の室内で着席
安静の状態にしている人が快適である熱抵抗を示す。 
※2) met：人体のエネルギー代謝率を示す単位。着席状態で安

















































































     
機能 




























































表 1-1 インテリア空調方式のバリエーションと今後の動向 

















































































































図 1-12 床吹き出し空調方式の概念図 10) 
図 1-14 大型化するワークプレイス 12) 
図 1-13 オフィス家具を利用したパーソナル空調システムの計画事例 11) 









































図 1-15 研究背景・本研究に関係するキーワードの関係図 
































































図 1-16(a) 内部発熱の偏在化発生のイメージ（VAV～AHU） 
4 つの VAV の平均負荷率は、ＡおよびＢとも 50%であり、AHU に掛かる負荷率
は 50%で同じであるが、各 VAV での負荷率が同じであるとは限らない。VAV 間
で偏差が発生する可能性が高い。 





























































図 1-16(b) 内部発熱の偏在化発生のイメージ（制気口～VAV） 
4 つの制気口（吹き出し口）の平均負荷率は、どちらも 50%で、VAV に掛かる
負荷率は 50%で同じであるが、各制気口での負荷率が同じであるとは限らな
い。制気口間で偏差が発生する可能性が高い。 










































































設計上の留意点および設計指針の提案であり、第 2 章および 3 章で扱う。 
もう一つは、空間スケールの最も小さい部分で、より多様なワーカーのニーズに対応可
能な取り組みとして、近年、研究が進んでいるタスク空調の性能評価の検討、設計上の留
意点および設計指針の提案であり、第 4 章および第 5 章にて扱う。 
 

















































































































































図 1-18 本論文の構成 
タスク空調での偏在化対応 
アンビエント空調での偏在化対応 
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人員密度に関しても、設計値 0.2 人/㎡に比べ、0.1 人/㎡以下、着席率も 50%以下の場
合が多い結果が、また人員密度とコンセント負荷の相関性が高いこと等が報告されている。  


































ターンを順列組合せにより設定し、照明や OA 機器の ON/OFF を想定して、内部発熱の発生
状況を推定する。 
図 2-1に検討対象とする WP 内の基準となるスパン（モデュール）を示す。WP は 3.6m×































人員 顕熱発熱量 SH:55[W/人]、事務所作業（室温28℃） 〇 〇 1)
Hf750[lux]、32[W]×8[本]、出力100[%]：
16.3W/㎡、放熱比（室内：天井内=50:50） 〇 － 2)
Hf300[lux]、32[W]×8[本]、出力40[%]：7.7W/㎡、
放熱比（室内：天井内=50:50）、不在時、消灯 － 〇 2)
タスク 20[W/人]×4人分（不在時off、0[W]） － 〇 3)
ノートPC 36[W/人]×4人分（不在時off、0[W]）、Vista搭載のノートPC。アプリケーション使用時 〇 〇 4)
大型モニター 25[W/人]×4人分（不在時off、0[W]） 〇 〇 3)





図 2-1 3.6m スパン、在席ブースの概要 
1) 建築設備設計基準、平成 21 年版、H21,10、国土交通省 




報告書 H22.10.29 空気調和・衛生学会 
4) WindowsPC 消費電力検証結果レポート、Microsoft の HP より
(http://technet.microsoft.com/ja-jp/windows/hh146891) 
表 2-1 内部発熱の想定条件一覧 














また、4 人と 0 人（スパン不在）を比較すると、前述したように、照明や OA 機器を在不










































照明(天井内放熱含まず） 人員 機器 機器（OFFしない場合）
図 2-2 スパン在席人数と内部負荷推定の比較 
①標準設定 
②省エネ設定 






2.2.1 単一ダクト VAV 空調方式の風量制御上の限界 
単一ダクト VAV 空調方式は、VAV が設置されている単位（VAV ゾーン）ごとに、風量制
御を行うことで各 VAV ゾーン内の内部発熱の偏在化に対し、室温を安定させる方式である。





表 2-1 および図 2-2 で推定したスパン当たりの内部発熱量に関して、VAV の制御スケー
ルをスパン 4 つ分（凡そ 50 ㎡）と想定し、想定されうる発熱パターンを推定した。 





n+r-1Cr = 5+4-1C4 = 8C4 =(n+r-1)!/r!×(n-1)!=8!/4!×(5-1)!=70 通り ・・・・・・式(2-1) 
 
図 2-3 に、70 通りの VAV スパン内の平均内部発熱量（4 スパンの平均）の比較を示す。











































図 2-3 VAV ゾーンの内部発熱の出現パターンの比較 


















































図 2-4 検討の対象とする空調システムと空間スケールの関係 
(a)平面系統図 
(b)空調システム系統図 

























前述した図 2-3 の②省エネ設定の 70 通りとなる VAV ゾーンでの内部発熱の平均値とゾ



















































本研究では、図 2-4 に示す様、4 人席となるスパンを 4 スパン組みあわせて VAV ゾーン






























着席率 0.0% 12.5% 25.0% 37.5% 50.0% 62.5% 75.0% 87.5% 100.0%
着席数
[人] 0 8 16 24 32 40 48 56 64
人員密度
[人/㎡] 0 0.04 0.08 0.12 0.16 0.2 0.24 0.28 0.32
注 対象面積は、3.6m スパン×16 スパン=207.36 ㎡、対象人数は、4 人/ス
パン×16 スパン=64 人 
表 2-2 検討に用いる在席パターン 






組み合わせ（スパンスケールにおける 0、1、2、3、4 人の 5 パターン）は、前述した通り
式(2-1)に示す様、70 通りとなる。 
70 通りの組み合わせから、VAV ゾーン数である 4 つに関して、重複を許して選ぶ組み合









着席率 50%（在席人数 32 人）を中心に、少ない側および多い側が対称の組み合わせ数と




































































ールとなる VAV ゾーン間での拡散は無いもの（VAV ゾーン間は空気の移動が無く仮想的な
壁にて区切られている）と仮定した。拡散係数 R は、VAV ゾーンを構成する 4 つのスパン
の内部発熱の拡散（均一化）の程度を示す係数であり、式(2-3)、(2-4)に定義する。拡散
係数 R の概念を図 2-7(a)、(b)に示す。 
 





拡散無の場合 R=0 は、Rm=0.0、Rs=1.0 となり、4 スパンは各々独立した内部発熱を維持
することとなる。完全拡散の場合 R=1.0 では、4 スパンに均等に配分されるため、

























































図 2-7 拡散係数 R の定義と概要 
R=0.0(拡散無) R=0.5 
R=0.33 R=1.0（完全拡散） 
(a) 空間スケールと拡散係数 R の関係 
(b) 拡散係数 R の概要（  部分が発熱源） 
拡散係数 R の影響範囲 

























































































































※1]アンビエント照明発熱の 50%を想定。（残り 50%は、スパン内発熱量 Lr で考慮） 
※2]着座状態の頭部位置（h=1,200mm、天井高さ=2,800mm）を想定し、天井：床の重みに反映 









































図 2-8(2) 計算モデルの概要と熱収支式 




Cpρ×Fs×(TSA-TRs）＋αc×(TRSc-TRs）＋αc×（TRSf-TRs）＋Lr = 0.0  
・・・・・・・・・・・・・・・・・・式(2-5-1)：TRs の熱収支 
Cpρ×Fr×（TRs-TRc）＋αc×（TCSc-TRc）＋αc×（TCSf-TRc）＋Lc = 0.0  
・・・・・・・・・・・・・・・・・・式(2-5-2)：TRc の熱収支 
Uf×（TCSf-TRSf）+αc×（TRs-TRSf）＋αr×（MRTs-TRSf） = 0.0  
・・・・・・・・・・・・・・・・・・式(2-5-3)：TRSf の熱収支 
Uc×（TCSc-TRSc）+αc×（TRs-TRSc）＋αr×（MRTs-TRSc） = 0.0  
・・・・・・・・・・・・・・・・・・式(2-5-4)：TRSc の熱収支 
Uf×（TRSf-TCSf）+αc×（TRc-TCSf）＋αr×（MRTc-TCSf） = 0.0  
・・・・・・・・・・・・・・・・・・式(2-5-5)：TCSf の熱収支 
Uc×（TRSc-TCSc）+αc×（TRc-TCSc）＋αr×（MRTc-TCSc） = 0.0  
・・・・・・・・・・・・・・・・・・式(2-5-6)：TCSc の熱収支 
 
MRTs = ac×TRSc+af×TRSf ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・式(2-5-7)：室内の平均表面温度の算出 
ここに ac+af  = 1.0（各表面積案分および天井/床に関しては、着座高さで高さ方向の重みを考慮） 
 
MRTc = bc×TCSc+bf×TCSf  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・式(2-5-8)：天井内の平均表面温度の算出 
ここに、bc+bf = 1.0（各表面積案分） 







る内部発熱を設定する。その際、拡散係数 R により、VAV ゾーン内の 4 つのスパン間で内
部発熱の補正を行う。 
次に、給気温度と各 VAV 給気風量を決定するが、給気温度リセット制御に関しては、比
較的規模の大きな WP を想定し、文献 13)に従い、VAV 最大送風量と最小送風量より、各 VAV















































































































る。（標準条件は、4 スパン=VAV ゾーン） 
※2]VAV の風量制御範囲を超
える場合は、範囲内に補正す















拡散係数 R の設定 









































分野 項目 設定値 単位 備考
AHUエリア 207.36 [m2] 4VAVゾーンで構成
VAVゾーン 51.84 [m2] 4スパンで構成
スパン 12.96 [m2] 3.6m×3.6m
階高 4,000 [mm]
天井高 2,700 [mm]
内部発熱 省エネ運用 － － 表2-1による
制気口定格風量 20.0 [m3/(m2･h)]
VAV最大風量 20.0 [m3/(m2･h)]
VAV最小風量 6.0 [m3/(m2･h)] 最大風量×30%
AHU最大風量 20.0 [m3/(m2･h)]
AHU最小風量 6.0 [m3/(m2･h)] 最大風量×30%
設定室温 28.0 [℃] クールビズ運用を想定
除湿制御有 0.0105 [kg/kg] 26℃50%時と同等（予冷コイル）
除湿制御無 なりゆき [kg/kg] 給気温度より設定
外気風量 25.0 [m3/(人･h)] CO2制御を想定。在席人数に比例（2.4.4(1)及び図2-12を参照）
最大給気温度差 10.0 [deg] 給気温度範囲：18～28℃
気流注1) 0.20 [m/s] 給気風量によらず一定値を想定
着衣量 0.43 [clo]
代謝量 1.10 [met]
熱量換算係数注2) 0.74 [-] 省エネ法で規定するDHCの１次換算係数1.36の逆数



























表 2-3-1 計算条件一覧（全体） 




準、別表第 6、平成 25 年経済産業省・国土交通省告示第 10 号 
注 3）Wf=0.0002×Fs2-0.0059×Fs+0.1854 ここに、Ws：ファン動力[kW]、Fs：給気風量[m3/h] 














 比較結果を図 2-10に示す。 






















































図 2-10 汎用シミュレーションプログラムとの比較 







大きな在不在 1 パターンでの試算を行った。表 2-3 中の内部発熱の設定の違いにおける 2
ケース（C0、C1）の計算結果の比較を図 2-11-1～7に示す。 
人員密度の設定は、24 人/64 人（37.5%）とし、VAV-1 ゾーンに 4 人×4 スパン=16 人、
VAV-4 ゾーンは不在、VAV-2 ゾーンに 6 人、VAV-3 ゾーンに 2 名、VAV ゾーン内に関しても、
VAV-1 が各スパン 4 人均等で偏差無に対し、VAV-2 ゾーンでは、3、2、1、0 人、VAV-3 ゾー
ンでは 1、1、0、0 人と VAV ゾーン間・スパン間の両スケールにて偏差が生じる様に設定し
ている。（図 2-11-1、2-11-2 の棒グラフ参照） 
省エネ設定である C1 は、VAV-4 ゾーンが不在で内部発熱が無となる設定のため、給気風
量も VAV 最小値となっている反面、定員となる VAV-1 ゾーンでは VAV 最大風量となってお
り、風量制御の範囲外の状態となる。 
結果、VAV-1 では、室温が 32℃、VAV-4 では 24℃と設定室温 28℃を挟んで偏在する結果
となっている。室温偏差が比較的大きく評価されるのは、VAV ゾーン間の熱移動を考慮し
ていないこと、定常計算での熱収支モデルであることが影響していると考えられる。標準
設定である C0 では、不在となる VAV-4 ゾーンでもアンビエント照明分の内部発熱（天井裏
からの貫流熱負荷も含む）が発生するため、VAV 最大～最小風量の範囲内でほぼ対応が出
来ており、各 VAV ゾーンもほぼ、設定室温となっている。(図 2-11-1) 




パンの室温が VAV-2 および 3 ゾーンで変動している。（図 2-11-2、3）VAV ゾーンでの内部
発熱、室温は影響を受けない。また、VAV 給気風量、給気温度に関しても、VAV ゾーン単位









日中でも WP での着席率が 50%未満であるとの報告もあり、且つ残業時等では、元々着席
率も低いことからも、こうした状況を回避する、空調システム上の工夫が課題となる。 
 













































































































































































VAV-1の4スパン VAV-2の4スパン VAV-3の4スパン VAV-4の4スパン
図 2-11-1 発熱条件・拡散係数の違いと VAV ゾーン温度・風量分布 
図 2-11-2 発熱条件・拡散係数の違いとスパン室温分布 

























































1 2 5 6
3 4 7 8
9 10 13 14
11 12 15 16
図 2-11-4 断面温度分布（C0a：標準設定,R=1.0） 
図 2-11-5 断面温度分布（C0b：標準設定,R=0.5） 















































1 2 5 6
3 4 7 8
9 10 13 14
11 12 15 16
図 2-11-6 断面温度分布（C1a：省エネ設定,R=1.0） 
図 2-11-7 断面温度分布（C1b：省エネ設定,R=0.5） 








きな図 2-2 および表 2-3 に示す②省エネ設定に絞り、計算を行った。 
スパンスケールにおける PMV および PPD（共に在席スパンのみを対象）の在席人員別の


















































図 2-12 除湿制御有の場合の AHU 構成概要 





 以下、除湿制御あり（図 2-13-1）の場合の結果を示す。 
①除湿制御有：拡散係数 R=1.0（完全拡散）の場合 
PMV および PPD の出現頻度分布をみると、在席人数 32 名（着席率 50%）で凡そ組み合わ
せパターンの 90%が奨励範囲内、残り 10%が奨範囲外に分布、24 名では、奨励範囲外 20%、





が悪化する傾向は変わらないが、在席人員が多い側での PMV の偏在化が進み、PPD も高い
数値となる。32 人の場合、PPD=10%の累積出現頻度が、完全拡散 R=1.0 の場合は 90%である













傾向は R=1.0 と同じであり人数が少ない場合、室内熱環境が大きく悪化する傾向にある。 
 
 また、除湿制御無の場合の室内相対湿度の出現頻度分布（図 2-13-3）に関して、在席人












































































































































































































図 2-13-1 在席人員別の PMV・PPD の出現頻度分布（除湿制御有の場合） 
注 奨励範囲：-0.5≦PMV≦＋0.5、PPD≦10%を示す。 





































































































































































































図 2-13-3 除湿制御無の場合の相対湿度の出現頻度分布 
奨励範囲
奨励範囲 
図 2-13-2 在席人員別の PMV・PPD の出現頻度分布（除湿制御無の場合） 
注 奨励範囲：-0.5≦PMV≦＋0.5、PPD≦10%を示す。 






図 2-14 に、在席人数別の給気温度の分布を示す。在席人数が 8 人の場合、給気温度は
凡そ 25℃前後となる。在席人数が増えるに従い、給気温度も低くなり、48 人ではほぼ設計
温度差が確保可能であり、ほぼ出現頻度の 100%が 18℃となる。 
従って、32 人以下の場合に在不在の組み合わせパターンによっては、除湿効果が薄れ、
室内湿度が上昇する危険が高まることが判る。（通常の冷却方式の場合） 









































































図 2-13-1に示す PPD の奨励範囲の分布傾向とも一致する。 
AHU での給気風量の比較では、給気温度差が確保できる在席人数 40 人以上で、分布のバ
ラツキが小さく安定した給気が行われていることが判る。逆に給気温度差が確保できない
32 人以下では、AHU 風量もバラツク傾向が強くなる。 
スパンスケールとなる制気口で給気風量は、最小から最大風量まで分布の範囲が大きい















































(a)スパンスケール           (b)AHU スケール 
 






























































図 2-16 在席人数別の空調エネルギー消費量の比較 





























































































































































図 2-17-1 除湿制御無の場合の空気線図上の動き 
図 2-17-2 除湿制御有の場合の空気線図上の動き（右図は、拡大図） 






(4)で推定したエネルギー消費と図 2-13-1、2 に示す PPD 分布の平均値の関係を比較し



































































図 2-18 PPD 平均値と空調エネルギー消費量の関係 






























 特に、本章で取り上げた単一ダクト VAV 空調方式における設計上注意すべきポイントと
して、顕熱処理の影響を受ける湿度のコントロール、制気口と VAV、AHU といったスケール
別に定義される給気量単位に関わる空気搬送システムの適正化が課題として把握できた。
これら 2 つの視点から、単一ダクト VAV 空調方式に対して、改善・改良を行い、適正化を
図ることが具体的な設計テーマと位置付けられる。 
 更に、VAV ゾーンスケールより小さい、スパンスケールでの偏在化に対しては、VAV によ
る制御では対応できず、より小さなスケールでの熱環境制御の工夫が必要であり、いわゆ
るタスク空調やパーソナル空調で対応が期待される領域と定義できる。図 2-18 からも PPD
平均値が PMV 奨励範囲内に対応する 10%を超える発生頻度も全般的には大きく、これらの
手法への期待は大きいことが理解できる。 
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ける消費電力量の原単位と対象とする専有部床面積の関係を分析した結果を図 3-1 に示す。 
ここでは、一つの空調エリアが、300 と 600 ㎡の二種類、全部で 46 エリアを対象に消費
量原単位に関してスケール別に最大-最小値を並べたものである。床面積当たりの消費量原
単位は、対象とする床面積を大きくしていくと原単位のバラツキは小さくなる。最小面積





































































図 3-1 消費電力量原単位と対象とする床面積の関係 
































































対象とする WP および空調システムの概要を図 3-2、3-3 に示す。WP は 3.6m×3.6m のス
パン、4 名席を一つの単位と考え、0、１、2、3、4 名の在席バリエーションを想定する。4





























図 3-3 検討の対象とする空調システムと空間スケールの関係 

























着席率を 0～100%間で、9 つのパターンに離散化して、在席人数の設定を行う。(表 3-3) 
VAVゾーンにおける4つのスパンにおける在不在の組み合わせ（１つのスパンにおける、0、
1、2、3、4 人の 5 つの在席パターン）は、式(3-1)に示す様、70 通りとなる。（5 種類の中
から重複を許して 4 つを選定する） 
 
















タスク 20[W/人] 不在時off、0[W] 3)
ノートPC 36[W/人]、Vista搭載のノートPC。アプリケーション使用時 不在時off、0[W] 4)
大型モニター 25[W/人] 不在時off、0[W] 3)




着席率 0.0% 12.5% 25.0% 37.5% 50.0% 62.5% 75.0% 87.5% 100.0%
着席数
[人] 0 8 16 24 32 40 48 56 64
人員密度
[人/㎡] 0 0.04 0.08 0.12 0.16 0.2 0.24 0.28 0.32
表 3-3 検討に用いる在席パターン 
注 太枠内が本報の検討対象 
1) H21 建築設備設計基準 




報告書 H22.10.29 空気調和・衛生学会 
4) WindowsPC 消費電力検証結果レポート、Microsoft の HP より
(http://technet.microsoft.com/ja-jp/windows/hh146891) 
表 3-2 内部発熱の想定条件一覧 





前述した VAV ゾーンにおける 70 通りの 4 つのスパンの組み合わせ（スパンにおける、0、
1、2、3、4 人の 5 つの在席パターン）から、VAV ゾーン数である 4 つに関して、重複を許








算した結果を図 3-4 に示す。 
第 2 章での検討より、偏在化の影響が大きい着席率 50%、人員密度 0.16[人/㎡]（着席




















































































R=Rm/Rs  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・式(3-3) 
ここに、Rm：隣接スパンに拡散する比率 
























































内部発熱に関しては、表 3-2 に示す省エネ運用を想定、拡散係数 R に関しては、従来条
件となる完全拡散（R=1.0）および VAV ゾーン内での負荷偏在化を考慮した半拡散(R=0.5)
の 2 パターン（ケース名称中の a、b）を想定した。 
空調条件としては、内部発熱偏在化に対応するための工夫を盛り込んだケースを C2～C6
に設定した。 
C2 では、VAV 方式における給気温度設定に関して、投票式送風温度設定 14)の際、標準で
は各 VAV ゾーンの重みは均等（4 か所が同面積なので重みは 1/4）と設定したが、在席者数
に比例させて、在席者数が多い VAV ゾーンに有利な給気温度となるような重みを設定した
場合である。 
C3 では、不在となる VAV ゾーン（16 人定員に対し不在）で VAV を全閉させ、不在ゾー
ンの冷え過ぎの影響を除外した場合である。（給気温度設定判断から除外する） 
C4 では、C3 の VAV 全閉に加えて、VAV 風量下限値を引き下げ、低負荷への追従性を改善
した場合である。 
C5 では、C4 とは逆に、負荷が大きなゾーンでの給気風量不足へ対処するため、VAV から
制気口での定格風量を増やして対応する場合である。但し、AHU の定格風量はそのままと
している。 














































表 3-4 改善ケーススタディ条件一覧 
注)C1～C5 に関しては、VAV ゾーン内 4 スパンの平均室温にて、給気温度設定制御を想定。C6 に
関しては、VAV ゾーン内不在スパン（制気口閉鎖）を除く、平均室温にて同制御を行うと想定。 






































示す。8 人（在席率 12.5%）では 40%、32 人（在席率 50%）では、90%となる。C2(給気重み
変更)は VAV ゾーンの在席人員数にて重み付けして、給気温度設定を行う改善を想定した
場合で在席人数 8 人に場合においても、奨励範囲 PPD=10%における出現頻度が C1(基準)で
分野 項目 設定値 単位 備考
AHUエリア 207.36 [m2] 4VAVゾーンで構成
VAVゾーン 51.84 [m2] 4スパンで構成
スパン 12.96 [m2] 3.6m×3.6m
階高 4,000 [mm]
天井高 2,700 [mm]
内部発熱 省エネ運用 － － 表3-1による
制気口定格風量 20.0 [m3/(m2･h)]
VAV最大風量 20.0 [m3/(m2･h)]
VAV最小風量 6.0 [m3/(m2･h)] 最大風量×30%
AHU最大風量 20.0 [m3/(m2･h)]
AHU最小風量 6.0 [m3/(m2･h)] 最大風量×30%
設定室温 28.0 [℃] クールビズ運用を想定
除湿制御有 0.0105 [kg/kg] 26℃50%時と同等（予冷コイル）
除湿制御無 なりゆき [kg/kg] 給気温度より設定
外気風量 25.0 [m3/(人･h)] CO2制御を想定。在席人数に比例（【補足】部分の制御概要を参照）
最大給気温度差 10.0 [deg] 給気温度範囲：18～28℃
気流注1) 0.20 [m/s] 給気風量によらず一定値を想定
着衣量 0.43 [clo]
代謝量 1.10 [met]
熱量換算係数注2) 0.74 [-] 省エネ法で規定するDHCの１次換算係数1.36の逆数










の基準、別表第 6、平成 25 年経済産業省・国土交通省告示第 10 号 
注 3)Wf=0.0002×Fs2-0.0059×Fs+0.1854 ここに、Ws：ファン動力[kW]、Fs：給気風量[m3/h] 





約 40%であったものが約 90%、16・24 人では 60%が 85%、80%が 90%と改善され、偏在化対応
の効果が大きい。 
C3(VAV 閉鎖)は、VAV ゾーン不在の場合に VAV を閉鎖し、給気温度制御から除外する想
定であり、C2(給気重み変更)とほぼ同等（不在ゾーンの重みが、0 となる点では同じ）の
改善効果が得られる。 




消するため、AHU 風量は変えず、VAV 風量のみ割増した場合であり、C4 に比べやや改善効
果は劣るが、高い改善効果となる。 
C6(制気口閉鎖)は VAV ゾーンより小さなスケールであるスパン単位にて不在時に制気口























 図 3-6-1 在席人員別の PPD の出現頻度分布（R=1.0、除湿制御有の場合） 





















































































































































図 3-7-1、3-7-2 に在席数 8～32 人、半拡散（R=0.5)の場合の各種偏在化対応を施した





VAV ゾーンの在席人員数にて重み付けして給気温度設定を行う改善を想定した C2 では、
在席人数が少ない場合（8・16 人）は、改善効果が見込めるが、在席人数が増えると改善
効果が弱まる。 






















































































































図 3-6-2 在席人員別の PPD の出現頻度分布（R=1.0、除湿制御無の場合） 
注 奨励範囲：-0.5≦PMV≦+0.5 を示す。 







C3 に加え、VAV 風量下限値を 10%まで引き下げ、低負荷領域での追従性を改善した C4 で
は、在席人数が小さい場合にも給気温度差が確保され、給気風量が極端に小さくなる。（図
3-9-1）結果、偏在化を想定し、負荷大（内部発熱>>除去熱量）となるスパンで室温偏差も
大となり PPD が悪くなる傾向に進む。在席人数が多い場合は C1 とほぼ同じとなる。 
冷え過ぎ防止の影響を受け、高負荷側での風量不足を解消するため AHU 量は変えず VAV





























図 3-7-1 在席人員別の PPD の出現頻度分布（R=0.5、除湿制御有の場合） 


































































































































































図 3-7-2 在席人員別の PPD の出現頻度分布（R=0.5、除湿制御無の場合） 


































































































































図 3-8 に、ケース別の給気温度の分布を示す。C4 を除き在席人数が減るに従い負荷も
小さくなるため、給気温度が高めに推移する。C1、C2 では、8、16 人で給気温度が 25℃
近くと高めの分布になる。24 人を境に給気温度が低くなる方向に分布が進む傾向となる。

































注]C6 では、制気口閉鎖となる不在スパンへも拡散係数 R が 1.0、0.5 の場合、熱負荷が
拡散され、在席スパンでの熱負荷が減となり、拡散係数 R の設定で給気温度に違いが




































































































































図 3-8 ケース別の給気温度の出現頻度分布の比較 









































































































































































図 3-9-1 ケース別の制気口給気風量の出現頻度分布の比較 
制 [m3/(m2・h)] 
制気口風量[m3/(m2・h)] 制気口 [m3/(m2・h)] 
制気 [m3/(m2・h)] 制気口風 [m3/(m2・h)] 
制気口風量[m3/(m2・h)] 





AHU での給気風量の比較を図 3-9-2 に示す。給気温度差が確保できる C4（VAV 下限）が
風量も小さく、在席人数別（負荷の大小）で風量が明確に分かれている。C1～C3 では、凡
そ 6～15[m3/(m2・h)]に均等に分布、VAV を閉鎖している C3、C5、C6 の 8 人在席で風量が
大幅に減となっている。 
VAV での風量増となる C5 では、累積出現頻度 60%以上で、風量増が顕著となる。末広が





























































































































































図 3-9-2 ケース別の AHU 給気風量の出現頻度分布の比較 
AHU [m3/(m2・h)] 
AHU 風 [m3/(m2・h)] AHU [m3/(m2・h)] 
AHU [m3/(m2・h)] AHU m3/(m2・h)] 
AHU [m3/(m2・h)] 
































では有るが不在スパンで給気停止且つ AHU での風量を絞った想定の C6a、b(制気口閉)では
削減方向となっている。 
従って、AHU 風量に変化の無い C2 および VAV 風量増で AHU 風量も増となる C5 を除き、

























































































































































C1 C2 C3 C4 C5 C6a  C6b
C1 C2 C3 C4 C5 C6a  C6bC1 C2 C3 C4 C5 C6a  C6b
C1 C2 C3 C4 C5 C6a  C6b
図 3-10 ケース別・人数別の空調エネルギー消費量（平均値）の比較 





3.4.3 PPD とエネルギー消費の関係 
 室内環境の評価指標として PPD を、エネルギー消費の評価指標として AHU システムでの









布が大きくバラツキ、基準 C1 に対し、C3→C5→C2→C6 の順に改善される。 
完全拡散（R=1.0）、除湿制御無の場合（左下）も PPD 平均値の範囲が広がり、C6→C3・
C5・C2→C4 の順に改善される。給気温度差が確保されている C4 は、除湿制御有と比べ大
きな変化はないが、他のケースは影響を受ける。 
エネルギー消費量は C5・C2 が基準 C1 に比べて増傾向、C6・C4・C3 が減傾向となる。人
員数が増えると C5 がやや増傾向を示す。半拡散（R=0.5）、除湿制御無の場合（右下）は、
人員数の少ない側では、PPD 平均値は C3・C5→C2→C6 の順に改善され、エネルギー消費量


































































































































































図 3-11 PPD と空調エネルギー消費量の関係 












































































表 3-6 内部発熱の偏在化への対応手法のまとめと評価 
（◎：特に優れている ○：優れている △：やや劣る ▲：劣る） 
                                    











































































室内環境性能（偏在化への対応の程度） 省エネルギー性能 その他課題等・解決策完全拡散の場合 半拡散の場合







































































































付図-1 除湿制御有の場合の AHU 構成概要 
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 表 4-1 に、本研究の対象とするタスク空調システムが導入されている建物の建築および
設備計画の概要を示す。 
延べ床面積、約 20,000 ㎡、地上 4 階・地下 1 階建ての中規模中層の本社機能を備えた
事務所ビルである。熱源システムは、ブラインターボ冷凍機による氷蓄熱システムとガス
焚き冷温水発生機を組み合わせた中央熱源方式を採用しており、後述する各階設置の床吹
出空調機へ年間冷水と冬期の温水を供給する 4 管方式を採用している。 
建物内観・外観を写真 4-1に、図 4-1 に基準階平面図および空調システムの平面計画を














































表 4-1 建築・設備設計概要 8) 




































































































図 4-1 平面計画と空調システム概要 
図 4-2 断面パース 










画している。片側約 1,500 ㎡の空間を 4 分割し、4 台の空調機を設置している。 
 一台の空調機が、約 375 ㎡程度を受け持つが、更に個人の空調ニーズにきめ細かに対応
するために、家具であるパーティションから空調空気の給気が個人個人で可能なタスク空
調システムを導入している。タスク吹出口は、2～4F のワークプレイス約 7,500 ㎡に約

















































図 4-3 空調システム概要 
 【空調システムの概要】 








7) 躯体蓄熱制御：MD により給気／還気ルートを切り替え、躯体蓄熱を行なう 
8) その他：予冷予熱（最適起動）制御 

















































































































































図 4-6 ブースレイアウト 
図 4-5 M 社タスク＆アンビエント空調概要 
[mm] 
[mm] 






















































図 4-7 ユニバーサルオフィスレイアウトの概要 
















































図 4-8 タスク吹出口の概要 
[mm] 

















口は、FL+950mm の高さに設置してあり、ベーン角度 0 度で正面、A 点方向へ、45 度で、D
点方向に吹き出す。温度および気流の測定ポイントは、座席周りを中心に、A～D の 4 ポイ
ント、高さ方向へ、FL+400mm（脚部・机下）、FL+800mm（胸部・机上）、FL+1,200mm（頭部・



















a01 a02 a03 b01
ｱﾝﾋﾞｴﾝﾄ温度 27.3℃ 27.3℃ 27.2℃ 27.4℃
床下給気温度 19.3℃ 19.3℃ 19.2℃ 19.3℃
タスク吹出温度 20.1℃ 20.0℃ 20.0℃ 19.9℃
床下との差圧 15Pa 15Pa 15Pa 10Pa
タスク吹出気流 1.45m/s 1.41m/s 1.04m/s 1.05m/s
タスク給気風量 35.0m3/h 34.0m3/h 25.0m3/h 25.4m3/h
ｼｬｯﾀｰ開度 100% 100% 50% 100%
ﾍﾞｰﾝ角度 0° 45° 0° 0°
表 4-2 実験条件・ケース設定 
※]ベーン開度 0°は、図 4-9（平面図）の吹出口 A 方向を、45°は D 方向を示す。 







































図 4-9 実験計測点概要（上：平面図、下：断面図・計測概要） 
１）空気温度：Ｔ型熱電対（素線径 0.2mm） 
２）表面温度：Ｔ型熱電対（素線径 0.2mm 先端 100mm むき出し） 


















































































































図 4-10 温度分布 






風速の最大計測点ケース a01(FL+800mm)では A 点で 0.4m/s、ケース a02(FL+800mm)では
B点で0.3m/sと風向調整ベーンの角度にあわせた軸線上のポイント近くとなり風向調整機




































































































図 4-11 気流分布 





③風量調整機能(図 4-11、図 4-12) 
ケース a03 でシャッター開度を 50％に絞ることにより、気流方向軸上(FL+800mm)での風
速は、約 60％（0.39m/s→0.24m/s）に減少し、風量は約 70％に絞られた（35m3/h→25 m3/h）。







ケース b01 はこうした状況を想定し、床下との差圧が 15Pa→10Pa に減少すると、それ











































図 4-12 タスク吹出口 圧力・開度毎の風量 
25.4[m3/h] 35.0[m3/h] 




























































表 4-3 測定項目 





KANOMAX (MODEL1500) [mm] 
















各気流測定は、吹出口開閉率 100%、75%、50%、25%、0%の 5 段階にて行った。タスク域





























図 4-13-2 タスク域気流測定位置・実験風景（タスク吹き出し口部分） 







図 4-15 にタスク域気流速度および空気温度分布を示す。風向 0°、45°に共通して、ど
の高さにおいても気流方向軸線上の測定点で他方向よりも高い気流速度となり、特に吹出
口と同じ高さである H=900mm において気流速度が高くなった。 





開、差圧 10Pa）では高さ方向 800 および 900mm のやや広い範囲にかけて拡散して分布して
いるため、0.23m/s と低めとなった。 
風向 45°(図 4-11、a02)の時は、モックアップ実験では B、D、C 点 H=800mm で気流速が






周りの空気温度に関しては、概ね 27～28℃に分布しており、風向 0°時、A 点、風向 45°





















































100% 75% 50% 25% 0%






































































































































0 0.21 25.4 0 0.25 25.7
25 0.56 25.5 25 0.58 25.7
50 0.75 25.9 50 0.79 25.8
75 0.97 26.0 75 0.99 25.7
100 1.04 25.9 100 1.08 25.6
0° 45°






 次に、サーマルマネキンを C 点に着座させ、タスクからの気流風向を変更して、人体各
部へ到達する気流速を計測した。図 4-16 に各部位気流速度分布を示す。 
各風向時において同様の傾向がみられた。シャッター開閉率に関わらず、胸部において
高い気流速度となり、右手のひらには気流がほとんど到達しなかった。最大気流速度は風













































on 100% 1.12m/s 26.0℃ 27.5℃ 49% 11.2Pa
off 0% - - 27.5℃ 48% 10.1Pa
吹出口開閉率[%] 
図 4-16 各部位気流速度分布 
風向 0° 風向 45° 人体方向 












顎         胸部     右手のひら 左手の甲
0.0








人体部位 i の等価温度 teq,iは以下の式(4-1)で求めることができる。 
 










































































































































注] i は各部位を表す。 
 Ia,i：部位 i の裸体時皮膚表面熱抵抗値[clo] 
Icl,i：部位 i の基礎着衣熱抵抗値[clo] 
fcl,i：部位 i の着衣面積比[-] 
Qt,i：部位 i の着衣時熱損失[W/m2] 
ts,i：部位 i の平均皮膚温度[℃] 
図 4-17 人体各部位の熱抵抗値と着衣面積比 
fcl 
Icl Ia/fcl 
平均気流速度［m/s］ 空気温度［℃］ グローブ温度［℃］ 平均放射温度［℃］ 作用温度［℃］
0.08 27.6 28.7 28.8 28.2
表 4-5 作用温度算出値 

















等価温度の低下は、Head において大きく 2.6℃、L. Upper arm では 0.9℃、L. Forearm










































































































































































































































図 4-18 平均皮膚温度と着衣時熱損失 
タスク on：平均皮膚温度      タスク off：平均皮膚温度 
タスク on：着衣時熱損失      タスク off：着衣時熱損失 
 
図 4-19 人体各部位の等価温度 







































図 4-20-1 床吹出気流可視化実験の様子 
















図 4-21 に調査対象者着席位置を、表 4-6 に調査条件を示す。調査は対象とする建物内
において業務を行っている執務者の男性 6 名、女性 2 名の計 8 名（20 歳台 4 名、30 歳台 4
名）を対象に温熱快適性評価をアンケート申告により行った。アンケート申告は、1 日の






























外界 気温/湿度※] 30.4℃/72.1% 29.4℃/74.5% 30.8℃/73.9%





























執務者の席において行い、移動計測カート(図 4-22、表 4-7)を用いて FL+1,100mm の空気温
度の計測を行った。合わせてタスク吹き出し口からの給気温度および給気風速の計測を行































100 600 1,100 1,700
T型熱電対 ○ ○ ○ ○
T型熱電対＋アスマン通風筒 － ○ － －
相対湿度 KANOMAX高分子相対湿度計 ○ ○ － －
気流速度 KANOMAX多点式熱線風速計 ○ ○ ○ ○
全波長放射 小型全波長放射計 － ○(6面) － －
短波長放射 EKO　ML020VM － ○(6面) － －
測定項目 測定機器 測定高さ[mm]
空気温度
表 4-7 移動測定カートの概要と可能な測定項目 
図 4-22 移動測定カートの外観 
図 4-23 タスク吹出口部分の計測概要 








しては、8/2（on 条件）に 5 番が不在、8/3（control 条件）には、4 番が勤務中（午後）
不在であり、以降のアンケートは女性に関しては on 条件、control 条件の勤務中（午後）





























申告時 1 2 3 4 5 6 7 8
出勤時 8:16 8:47 9:15 9:10 9:28 9:24 9:20 9:37
8月1日 勤務中（午前） 11:17 11:24 11:29 11:52 11:35
off条件 勤務中（午後） 15:27 14:54 14:36 16:04 15:06
退勤前 17:28 17:18 18:03 17:02 17:37 17:33 18:52 16:56
出勤時 8:04 8:13 9:11 9:19 9:33 9:00 9:26
8月2日 勤務中（午前） 10:54 12:19 11:02 11:14 12:23 11:07
on条件 勤務中（午後） 15:21 15:14 16:26 15:04
退勤前 18:04 18:13 18:08
出勤時 8:34 9:02 9:10 9:30 9:19 9:56 9:47 9:25
8月3日 勤務中（午前） 12:21 11:09 12:34 11:22 11:13 11:47 12:15 11:18
control 勤務中（午後） 16:02 15:01 15:11 15:06
条件 退勤前 18:07 18:51 15:51 18:15 18:40 18:32 18:20
表 4-8 アンケート申告時刻 
※]8/2（on 条件）時、5 番（女性）は終日不在。 
※]8/3(control 条件)時、4 番（女性）、勤務中（午後）不在 
図 4-24 着席状況と申告の時刻（調査対象者番号 6、8/3） 
time 
7:30 9:00 10:30 12:00 13:30 15:00 16:30 18:00 19:30













表 4-9に温熱環境調査の申告内容を示す。アンケートは出勤後 1 回、勤務中 2 回、退勤


































申告値 +3 +2 +1 0 -1 -2 -3




全身温冷感 暑い 暖かい やや暖かい どちらでもない やや涼しい 涼しい 寒い








全身湿度快適感 快適 やや不快 不快 非常に不快
気流感 感じない やや感じる 感じる 非常に感じる
吹出気流量快適感 快適 やや不快 不快 非常に不快








汗のかき方 発汗なし やや汗ばむ 汗ばむ 非常に汗ばむ
表 4-9 温熱環境調査申告内容 
























































































1 2 3 4 5 6 7 8










1 2 3 4 5 6 7 8
図 4-25 各条件における申告時座席近傍温度・湿度 






次に、各アンケート申告の結果に関して示す。女性は on 条件全てと control 条件の勤
務中（午後）の申告は 1 名分のみを反映している。全体的にサンプル数も少なく、タスク
空調の優位性等の明確な結果は得られなかった。 
図 4-27 に off 条件、on 条件、control 条件の全身温冷感男女別平均経時変化を示す。
プロットは複数の被験者申告の平均値である。男性は全条件で暖かい側の申告となり、「ど
ちらでもない」から「暖かい」の申告となった。女性は off 条件で「どちらでもない」か




































































































































図 4-27 全身温冷感男女別経時変化 
図 4-28 環境快適感男女別経時変化 





図 4-29 に off 条件、on 条件、control 条件の環境受容度男女平均経時変化を示す。男
性は全条件で「どちらでもない」付近の申告となり、各条件における顕著な差はみられな
かった。 













図 4-30 に on 条件、control 条件の吹出気流量快適感男女別平均経時変化を示す。男性
は on 条件、control 条件ともに「やや不快」から「不快」の申告となり、条件ごとの顕著
な差はみられなかった。 
























































































































図 4-30 吹出し気流量快適感男女別経時変化 
図 4-29 環境受容度男女別経時変化 
























図 4-33 に NASA-TLX10)の平均値 R-TLX の個人別平均を示す。NASA-TLX（National 
Aeronautics and Space Administration Task Load Index）は、アメリカで一般的に用い
られているメンタルワークロードの主観的な評価手法であり、三宅らが翻訳したものを用
いた。NASA-TLX は 6 つの尺度項目、精神的要求、身体的要求、作業達成度、努力、不満か
ら構成されている。これらの 6 つの項目について、低い／高い、または良い／悪い、の両
極をもつ線分上に印をつけて申告を行った。（図 4-32） 
本研究では、NASA-TLX の全項目における平均値である R-TLX(Raw TXL)により評価を行




て被験者 4、8 に見られるように、on 条件にてタスク吹出口の操作をさせずに運用する場





















off on control 






















































































図 4-31 暑いと感じる部位 




































られ、特に会社指定のユニフォームを着用している被験者では、SET* が 28℃以上となる。 
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図 4-32 NASA-TLX 申告内容 
条件 Mo1 Mo2 Mo3 Fo1 Fo2 Mo4 Mo5 Mo6 M平均 F平均
off 1.03 0.59 0.93 0.49 0.49 0.82 0.46 0.34
on 1.03 0.49 0.93 0.55 0.42 1.01 1.09 0.44
control 1.07 0.69 1.11 0.58 0.33 0.91 0.97 0.40
0.80 0.48
表 4-10 各被験者の着衣量推定結果 
























が 26℃以上となっても、タスク Control の場合、「どちらでもない」付近の申告が多いこ
とから、タスク空調の効果が環境を改善する方向に働いて着ることが予想される。 
























































































































吹出口一個当たりの給気風量に関しては、床下と室内差圧 10-15Pa において最大 25-35 
m3/h の確保が可能であり、風量調整のためのスライドシャターの開口面積を調整するこ






部位の等価温度 Teq の評価を行い、他部位が概ね Teq=28℃に対し、タスク空調により気
流を受ける頭部では、Teq=25℃と局所的な冷却がなされていることを明らかにした。 
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設備計画の概要を示す。（詳細は、第 4 章参照） 
2～4F のワークプレイス約 700 席にタスク空調システムが導入されている。図 5-1 に検
討対象のタスク&アンビエント空調方式の概要を、図 5-2にブースレイアウトを示す。ブー
ス間の通路等をアンビエント域、パーティションに囲まれた作業スペースをタスク域と定
義し、アンビエント域における床吹出口は 2 人/個（50m3/(h・人)×2 人=100 m3/(h・個）)、




























表 5-2 建築・設備設計概要 13) 




最高高さ 25.81m 受電方式 高圧受電（本線・予備線２回線）












図 5-2 ブースレイアウト 
図 5-1 タスク&アンビエント空調方式の概要 
[mm] 
[mm] 








境の調査を 2005 年に引き続き、実施した。 
事前の調査（2005 年調査・第 4 章 4.5.2）では、被験者の着席時間が比較的短く、タス
ク空調に対する暴露が十分でなかったことから、対象者を着席時間の長い部署の 20 名（男
性 12 名、女性 8 名、20～50 歳代）として調査を行った。実測は、2006 年 8 月 7 日（月）
から 8 月 11 日（金）の 5 日間行った。一部、タスク域の詳細調査（代謝量、歩数測定を含
む）に関しては、20 名の内、8 名（男性 4 名、女性 4 名）を選抜して行った。 
表 5-3に、測定項目および測定方法等を示す。執務状況、物理環境、生理量・心理量に


























表 5-3 調査・測定項目、測定方法 















吹出口開度（20 名※1）） 目視 
吹出気流温度（20 名） Thermo Recorder TR-52 













Thermo Recorder RS-11 
Actical・歩数計(図5-4) 
タスク空調吹出口性能検証 空気温度・気流速度 ・上下温度分布 
T 型熱電対+Data Logger  
KANOMAX アネモマスター 
サーマルマネキン実験 表面皮膚温度・上下温度分布 T 型熱電対+Data Logger サーマルマネキン 








（0, 100, 600, 1,100, 1,700, 2,000, 
2,500, 3,000mm, 天井, 床吹出口） 
グローブ温度 
（600,1,100mm） 
T 型熱電対+Data Logger 
























※1) 被験者 20 名の年齢は、以下の通り。 
  ・男性 12 名：20 歳台 1 名、30 歳台 4 名、40 歳台 4 名、50 歳台 3 名。 
  ・女性 8 名：20 歳台 2 名、30 歳台 4 名、40 歳台 1 名、50 歳台 1 名。 
※2) 被験者 8 名の年齢等の属性は、図 5-6 を参照。 
※3) 移動計測カートの概要は、図 5-7、表 5-7 を参照。 









































被験者 M 社社員 男性 12 名、女性 8 名 
調査日(2006 年) 1 日目(8/7/月) 2 日目(8/8/火) 3 日目（8/9/水） 
日平均外気温度 29.1℃ 25.4℃ 25.1℃ 
日平均外気湿度 73%RH 87%RH 89%RH 
天気概要 晴時々薄曇 雨後時々曇 雨後一時雲 
調査条件 全閉条件 全開条件 自由使用条件 





表 5-4 調査条件 
図 5-4 執務者測定機器 
着席状況調査設置風景 
加速度計（Actical） 歩数計 
図 5-3 執務者着席位置（図中、M：男性、F：女性） 





執務者調査は社内において業務を行っている執務者の男性 12 名、女性 8 名の計 20 名を
対象に行った。アンケート申告は、温冷感申告や不快感、気流感などの他に知的生産性に


































M1 M2 M3 M4 M5 M6 M7 M8 M9 M10 M11 M12
出勤後 7:43 9:19 8:11 7:38 8:10 8:42 8:45 9:00 8:02 8:05 8:38 8:24
勤務中（午前） 11:13 11:19 - 11:53 11:00 11:00 11:00 11:00 11:00 11:00 - -
勤務中（午後） 15:00 15:28 15:22 15:36 15:00 15:00 15:00 15:00 15:00 15:00 15:00 15:00
退勤前 18:03 18:13 18:25 18:18 18:45 19:30 17:20 17:50 18:20 18:00 18:40 19:15
出勤後 7:28 8:32 8:05 7:30 7:36 8:24 7:10 8:30 7:50 8:00 8:35 8:25
勤務中（午前） - - 11:17 11:14 11:08 11:08 - 11:00 - 11:20 11:00 11:00
勤務中（午後） 15:02 15:05 15:28 15:15 15:00 15:20 - 15:00 15:00 15:00 15:00 15:00
退勤前 18:03 - 18:06 18:11 18:10 17:00 19:00 16:35 18:20 18:30 18:40 19:10
出勤後 7:36 8:30 8:09 7:47 7:35 8:24 7:08 8:25 8:05 7:58 8:14 8:26
勤務中（午前） 10:58 11:03 11:07 11:10 11:20 - 11:20 11:30 11:05 11:00 11:10 11:10
勤務中（午後） 15:26 15:23 15:20 15:13 15:05 15:20 15:10 15:15 15:00 15:25 15:30 15:00




F1 F2 F3 F4 F5 F6 F7 F8
出勤後 9:23 7:58 8:17 8:20 7:52 8:53 10:00 7:45
勤務中（午前） 11:10 11:16 11:05 11:25 11:00 11:00 11:45 11:00
勤務中（午後） 15:04 15:10 15:14 15:33 15:22 15:00 - 15:00
退勤前 17:18 18:05 - - 16:05 16:30 - 16:25
出勤後 8:35 7:54 7:49 8:15 8:05 8:30 8:54 7:35
勤務中（午前） 11:00 11:04 11:08 11:11 11:00 11:07 11:00 11:00
勤務中（午後） - - 15:08 15:12 15:00 15:00 15:00 15:00
退勤前 16:55 17:07 16:21 16:25 16:44 17:25 - 16:23
出勤後 - 8:23 8:03 8:15 8:10 8:33 7:08 7:40
勤務中（午前） - 11:01 11:18 11:21 11:12 - 11:00 11:15
勤務中（午後） - 15:06 15:10 15:16 - 15:20 15:00 15:00




表 5-5(1) アンケート申告時刻（男子:M1～12） 
表 5-5(2) アンケート申告時刻（女子:F1～8） 









申告 10 分前からの着席状況に違いが見られる。例えば F3, F4 がすべての申告前に離席せ













 図 5-5 に、1 日目の各執務者の移動距離経時変化を示す。事前に調査した各執務者の歩
幅に歩数をかけて算出した。11 時から 13 時にかけて値が上昇、13 時から 14 時に急激に移
動距離が減少する傾向にある人が多くみられた。午前中では、時間毎の変化が小さく、午















M1 M2 M3 M4 F1 F2 F3 F4




































































M1 M2 M3 M4
F1 F2 F3 F4
図 5-5 移動距離経時変化（1 日目） 
 













M1 着席 着席 ― 着席 着席 着席 
M2 着席 着席 ― 着席 着席 着席 
M3 ― 着席 着席 着席 着席 着席 
M4 離席あり 着席 離席あり 離席あり 離席あり 離席あり 
F1 離席あり 離席あり 離席あり ― ― ― 
F2 離席あり 離席あり 離席あり ― 離席あり 離席あり 
F3 着席 着席 着席 着席 着席 着席 
F4 着席 着席 着席 着席 着席 着席 
 
表 5-6 申告 10 分前からの着席状況 
各被験者の歩幅の調査結果[cm] 






図 5-6 に、1 日目の各執務者の代謝量経時変化を示す。値は、加速度計で得られた
Activity Counts から推定された 1 分毎のエネルギー消費量データを代謝量に換算したも
のを 1 時間平均した。測定対象とした執務者の属性を合わせて示す。(図中、n 時の数値は、
n-1～n 時の間の積算値を示す)執務者別や時間別で比較すると値に大きな差がみられ、M2
の代謝量が他の執務者と比べて大きな値となった。また、図 5-5 より、M2 や F4 は移動距























 図 5-8 に各条件でのアンケート申告時刻（勤務中）の M1～M4、F1～F4 の座席が属する空
調ゾーンの床下温度、天井近傍温度（以上、BEMS データ）、座席部分の空気温度、相対湿
度（以上、移動測定カート）を示す。移動測定カートによる環境計測はアンケート申告時




































































M1 M2 M3 M4
F1 F2 F3 F4
M1 M2 M3 M4 F1 F2 F3 F4
年齢 30歳台 40歳台 30歳台 50歳台 40歳台 40歳台 30歳台 30歳台
身長[cm] 182 165 159 164 150 157 164 153
体重[kg] 87 62 60 68 45 47 58 49
体表面積[㎡] 2.09 1.68 1.61 1.74 1.37 1.44 1.63 1.44
図 5-6 代謝量経時変化（1 日目） 
各被験者の属性（年代、身長、体重、体表面積） 
※体表面積の算定はデュポア式による。体表面積 = 身長 0.725×体重 0.425×0.007184 
































































































図 5-8 各条件における温度・湿度状態 
図 5-7 移動測定カートの外観 
表 5-7 移動測定カートの概要と可能な測定項目 
100 600 1,100 1,700
T型熱電対 ○ ○ ○ ○
T型熱電対＋アスマン通風筒 － ○ － －
相対湿度 KANOMAX高分子相対湿度計 ○ ○ － －
気流速度 KANOMAX多点式熱線風速計 ○ ○ ○ ○
全波長放射 小型全波長放射計 － ○(6面) － －
短波長放射 EKO　ML020VM － ○(6面) － －
測定項目 測定機器 測定高さ[mm]
空気温度






 図 5-9 にタスク空調利用時（2、3 日目）の勤務時間中のアンケート申告時の運用状況（給












































図 5-11 タスク吹出口の開度状態 
3 日目の自由使用条件のみ、目視に
より、1 時間ごとに 25%刻みで調査し
た結果を示す。（グラフ内の   内
数値は、構成比率を示す） 
但し、不在時を除く。 







M1 M2 M3 M4 F1 F2 F3 F4
勤務中（午前）










M1 M2 M3 M4 F1 F2 F3 F4
勤務中（午後）
















図 5-9 タスク空調の運用状況 





⑥アンケート申告-SET* 相関関係  
図 5-12 にアンケート申告と SET*の相関関係を示す。SET*は移動計測カート（図 5-7、表
5-7）で温熱環境を測定したデータを用いて算出した。また、代謝量は離席や移動の影響を
考慮してアンケート申告前30分前からの加速度計の測定値を平均化して使用した。（表5-8、





での分析結果を示す。SET*が 32℃を超える被験者は、M2 および F1 であり、ともに代謝量

























 図 5-12-1 アンケート申告-SET*相関関係 
(a)全身温冷感と SET*関係 
(b)温熱快適感と SET*関係 


















































































図 5-12-2 アンケート申告の出現頻度の比較 
(b) 温熱快適感 









































条件 申告時 m1 m2 m3 m4 f1 f2 f3 f4
出勤後 0.57 1.01 0.53 0.43 1.25 0.33 0.51 0.56
勤務中（午前） 0.57 1.01 0.53 0.43 1.25 0.33 0.51 0.56
勤務中（午後） 0.57 1.01 0.53 0.43 1.25 0.33 0.51 0.56
退勤前 0.57 1.01 0.53 0.43 1.25 0.33 0.51 0.56
出勤後 0.53 0.53 0.53 0.43 0.76 0.28 0.35 0.34
勤務中（午前） 0.53 0.53 0.53 0.43 0.76 0.28 0.35 0.34
勤務中（午後） 0.53 0.53 0.53 0.43 0.76 0.28 0.35 0.34
退勤前 0.53 0.53 0.53 0.43 0.76 0.28 0.35 0.34
出勤後 0.53 0.53 0.53 0.42 - 0.28 0.50 0.57
勤務中（午前） 0.53 0.53 0.53 0.42 - 0.28 0.50 0.57
勤務中（午後） 0.53 0.53 0.53 0.42 - 0.28 0.50 0.57








条件 申告時 m1 m2 m3 m4 f1 f2 f3 f4
出勤後 69.8 69.8 69.8 69.8 69.8 69.8 69.8 69.8
勤務中（午前） 89.2 106.0 69.8 77.6 90.2 69.8 69.8 81.2
勤務中（午後） 78.6 93.9 77.4 100.1 111.2 74.0 69.8 103.8
退勤前 98.9 69.8 69.8 86.3 89.8 69.8 69.8 69.8
出勤後 69.8 69.8 69.8 69.8 69.8 69.8 69.8 69.8
勤務中（午前） 69.8 69.8 73.8 69.8 69.8 93.3 69.8 100.7
勤務中（午後） 117.1 84.9 69.8 69.8 69.8 69.8 69.8 69.8
退勤前 82.7 69.8 89.2 69.8 117.4 70.4 69.8 78.3
出勤後 69.8 69.8 69.8 69.8 - 69.8 69.8 69.8
勤務中（午前） 83.3 86.9 70.0 69.8 - 81.0 88.4 113.7
勤務中（午後） 73.9 105.4 73.7 69.8 - 69.8 69.8 75.5








表 5-8 各被験者の代謝量推定結果[W] 














































表 5-10 申告内容・申告タイミング 
   実施期間 
 
アンケート項目 
出勤後 勤務中 退勤前 
着衣申告 ○ ― ― 
温熱環境調査 ○ ○ ○ 
自覚症状しらべ 
自覚症しらべ 
○ ○ ○ 
眼精疲労しらべ ○ ○ ○ 
活力申告 ○ ○ ○ 
NASA - TLX ― ― ○ 
 





表 5-11 に自覚症状しらべの訴え率を示す。総合訴え率 T は、全開条件の午後を除き、
勤務中の申告で低い値となる傾向が見られた。自由使用条件で勤務中の申告が顕著に低く、
タスク空調の好みに応じた使用により疲労感が軽減された可能性が考えられる。 



































訴え率［％］ 群間比較 Ⅰ群 Ⅱ群 Ⅲ群 総合訴え率 T 
出勤後 6.5 8.0 10.5 8.3 Ⅲ>Ⅱ>Ⅰ 
午前 7.6 2.9 7.1 5.9 Ⅰ>Ⅲ>Ⅱ 
午後 15.3 6.5 11.8 11.2 Ⅰ>Ⅲ>Ⅱ 




訴え率［％］ 群間比較 Ⅰ群 Ⅱ群 Ⅲ群 総合訴え率 T 
出勤後 10.0 6.3 7.9 8.1 Ⅰ>Ⅲ>Ⅱ 
午前 5.3 2.4 7.1 4.9 Ⅰ>Ⅲ>Ⅱ 
午後 9.4 0.6 7.2 5.7 Ⅰ>Ⅲ>Ⅱ 
退勤前 9.4 4.7 11.2 8.4 Ⅲ>Ⅰ>Ⅱ 
 
表 5-11 自覚症状しらべ訴え率 
全閉 
条件 
訴え率［％］ 群間比較 Ⅰ群 Ⅱ群 Ⅲ群 総合訴え率 T 
出勤後 8.5 10.5 7.5 8.8 Ⅱ>Ⅰ>Ⅲ 
午前 8.2 4.7 10.6 7.8 Ⅲ>Ⅰ>Ⅱ 
午後 8.9 5.8 7.4 7.4 Ⅰ>Ⅲ>Ⅱ 
退勤前 9.4 7.6 7.6 8.2 Ⅰ>Ⅱ=Ⅲ 
 





















































全閉 → 全開 0.0113
全閉 → 自由 0.0257
全開 → 自由 0.0609
比較条件















全閉 → 全開 0.0595
全閉 → 自由 0.0992
全開 → 自由 0.0301
比較条件























































変化率 全閉：0.65 全開：0.84 自由使用：0.88 
P
全閉 → 全開 0.2300
全閉 → 自由 0.0172
全開 → 自由 0.0184
比較条件













全閉   全開  自由使用 












は、図 5-1,3-2 を参照） 
 
5.4.2.実測概要 
図 5-17 に平面図における測定位置を示す。実測は、2005 年 10 月 22 日（土）23 日（日）
に行った。表 5-12 に測定項目を図 5-18(a)～(d)に測定位置詳細および測定風景を示す。 
トレーサーガスには SF6を用い、散布量 3ml/s の定常発生とし、INNOVA シングルガスモ
ニタ（1303 型、1412 型）で制御を行った。散布箇所は床吹出口・タスク吹出口の 2 箇所と
した。呼吸域濃度は、サーマルマネキンを使用することで人体発熱を模擬し、鼻下 3cm の
位置 21)で INNOVA リアルタイムガスモニタ（3429 型）を用いて測定を行った。サンプリン




















図 5-17 平面図および測定位置（M 社 2 階） 















































アンビエント上下温度（0.6, 1.1, 1.7m） Thermo Recorder TR-52 （おんどとりJr）
表 5-12 測定項目と測定機器 
(b)ブース平面図・測定概要 
(a)ブース立面図・測定概要 
図 5-18 測定位置詳細（A ブース部分）および測定風景 
(d)測定風景 
[mm] 
































































































































図 5-20 に条件 T_1～T_4 の呼吸域濃度変化（空調制御条件；床風量 107m3/h×2 つ、タス
ク風量 全開 40m3/h・半開 20m3/h）を示す。また、図中に示す平均濃度と標準偏差は、実
測開始 4 分後から実測終了時（12～22 分、網がけ部分、以下、図 5-25 まで共通）までの
値である。T_1 条件（全開_人体方向）では SF6は 80～120ppm であり、変動幅は小さく呼吸
域に安定した新鮮空気を給気できることが確認された。 













































































































図 5-20 呼吸域濃度変化（タスク散布条件 T_1～T_4） 





図 5-21 に条件 T_5～T_6 の呼吸域濃度変化（空調制御条件；床風量 87m3/h×2 つ、タス
ク風量 全開 33m3/h・半開 16m3/h）を示す。図 5-22 に条件 T_7～T_10 の呼吸域濃度変化
（空調制御条件；床風量 73m3/h×2 つ、タスク風量全開 29m3/h・半開 15m3/h）を示す。 
 T_5 条件、T_7 条件（全開_人体方向）では SF6は約 100～150ppm 前後であり、変動幅は
比較的小さく、呼吸域に安定した新鮮空気を給気できることが確認された。 
T_8 条件（全開_0°）、T_9 条件（全開_45°）、T_6 条件（半開_人体方向）では 1～150ppm
前後であり、T_10 条件（半開_人体方向）では 1～250ppm 前後と変動幅が大きくなった。   





















































































































































図 5-21 呼吸域濃度変化（タスク散布条件 T_5～T_6） 
図 5-22 呼吸域濃度変化（タスク散布条件 T_7～T_10） 






 図 5-23に条件 F_1～F_3 の呼吸域濃度変化（空調制御条件；床風量 107m3/h×2 つ、タス
ク風量 全開 40m3/h）を示す。条件 F_3 において吹出口を養生としているのは、吹出口を
全閉にしても若干風量がもれていたため、養生テープを貼り、完全に風量が漏れないよう

























































































図 5-23 呼吸域濃度変化（床散布条件 F_1～F_3） 





図 5-24 に条件 F_4～F_5 の呼吸域濃度変化（空調制御条件；床風量 87m3/h×2 つ、タス
ク風量 全開 33m3/h）を、図 5-25 に条件 F_6～F_7 の呼吸域濃度変化（空調制御条件；床
風量 73m3/h×2 つ、タスク風量 全開 29m3/h）を示す。 
F_4 条件、F_6 条件（タスク吹出口全開）では、SF6は 2～4ppm 計測されたが、F_5 条件、












































































































図 5-24 呼吸域濃度変化（床散布条件 F_4～F_5） 
図 5-25 呼吸域濃度変化（床散布条件 F_6～F_7） 






既往の研究より、A.K. Melikov らは 22),23)、異なる吹出口 Air Terminal Device（以下
ATD）を用いた実験室実験を行っている。 






















































図 5-26 ATD 概要図および測定風景 22], 23] 











また、各条件の平均濃度は、比較的安定したデータが取得できた散布終了 4 分前から 1
分前までの 3 分平均として算出した。 
表 5-14 にタスク散布条件・床散布条件測定結果および吹出口・呼吸域温湿度測定結果
を示す。図 5-27 に A.K. Melikov らによる実験との比較を示す。 
T_1 条件（全開_人体方向）において平均濃度は 114ppm となり、タスク気流が呼吸域に
到達する割合であるεpは、0.38 となった。T_5 条件、T_7 条件（全開_人体方向）では、
それぞれ 0.38 となった。また、T_4 条件、T_6 条件、T_10 条件（半開_人体方向）は、そ
れぞれ 0.10、0.15、0.17 となった。 
これは、A.K. Melikov らにより実験室で行われた、正面より吹出すタスク空調使用時（PEM）
の値と近い値である。T_2 条件（全開_0°）においては呼吸域にタスク気流がほとんど到













































T_1 全開 人体 40 （ 11.1 ） 298 114 21.3 66 23.4 54 23.4 0.38
T_2 全開 0° 40 （ 11.1 ） 298 8 21.2 67 25.8 47 23.4 0.03
T_3 全開 45° 40 （ 11.1 ） 298 35 21.2 66 24.2 51 23.3 0.12
T_4 半開 人体 20 （ 5.6 ） 590 59 22.9 44 26.0 33 23.4 0.10
T_5 全開 人体 33 （ 9.2 ） 355 134 22.4 44 24.5 35 23.6 0.38
T_6 半開 人体 16 （ 4.4 ） 737 114 23.1 44 24.9 36 23.6 0.15
T_7 全開 人体 29 （ 8.1 ） 404 153 22.8 36 25.1 30 23.9 0.38
T_8 全開 0° 29 （ 8.1 ） 404 51 23.0 37 27.1 28 24.1 0.13
T_9 全開 45° 29 （ 8.1 ） 404 93 23.6 36 26.6 29 24.4 0.23
T_10 半開 人体 15 （ 4.2 ） 786 135 23.3 39 25.7 31 23.7 0.17
F_1 全開 人体 40 （ 11.1 ） 55 0 22.0 63 24.0 52 24.1 0.00
F_2 全閉 人体 5 （ 1.4 ） 55 0 22.9 59 25.7 47 23.6 0.00
F_3 全閉 人体 0 （ 0.0 ） 55 0 - - 26.0 46 23.6 0.01
F_4 全開 人体 33 （ 9.2 ） 68 0 22.3 46 24.3 36 23.6 0.00
F_5 全閉 人体 0 （ 0.0 ） 68 5 - - 26.4 33 23.5 0.07
F_6 全開 人体 29 （ 8.1 ） 80 3 22.7 37 25.0 30 23.7 0.04


























表 5-14 測定結果および吹出口・呼吸域温湿度測定結果 







































































































































 付図 5-1 に、別途着席時を想定して行ったサーマルマネキンを用いた人体部位別の気流
速の実測結果を示す。人体方向、開口率 100%で顎部分は約 0.1m/s、胸部で 0.4m/s とな
った。着座時の姿勢によるが、前かがみでの執務作業を想定した場合、胸部での気流速
































付図 5-1 各部位気流速度分布 
吹出口開閉率[%] 
風向 0° 風向 45° 人体方向 
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「第 1 章 序論」では、本研究が対象とするオフィス建築・ワークプレイスとその空調シ
ステムを対象に、社会的背景、関連する技術動向等の状況の整理を行い以下の 3 つの視点
から背景や課題の整理を行った。 
  ①知的生産性とオフィス建築 
  ②情報化とオフィス建築 
  ③地球環境保全とオフィス建築 






  ①集約から分散へ 
  ②多機能・コンパクトな空調機の実用化 






























































































































部位の等価温度 Teq の評価を行い、他部位が概ね Teq=28℃に対し、タスク空調により気
流を受ける頭部では、Teq=25℃と局所的な冷却がなされていることを明らかにした。 





































































No 適用範囲 制限 設計上の留意点および設計指針 備考 






















































































No 適用範囲 制限 設計上の留意点および設計指針 備考 

































④ 対 流 式 タ ス
ク空調（アン











⑤ 対 流 式 タ ス
ク空調（アン














※1) タスク吹出口からの気流による効果を得る方式（第 5 章、表 5-1 参照） 
































項目 対象システム・機器・器具 技術開発要素の概要 





② 不在ｽﾊﾟﾝ・ゾーンの給気停止 制気口 
不在時閉鎖を可能とする人感センサー連動等の閉
鎖機構を有する制気口の開発 
③ VAV 風量制御範囲の改善 VAV 
偏在化対応の風量増側の対応。風量制御範囲が
30～150%以上となるような過流量型 VAV の実現 
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付図 5-1 各部位気流速度分布 
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自覚症状しらべ 1970 年度版の申告項目を主とし、自覚症しらべ 2002 年度版より本実験
に関係すると思われる項目を選び、アンケート項目に加えた。また、眼精疲労自覚症状の
調査項目全 20 項目のうち、一般的な調査項目 10 項目を申告に用いた。本来自覚症しらべ

































項目 ○× 項目 ○× 項目 ○× 
頭がおもい  考えがまとまらない  頭がいたい  
全身がだるい  話をするのがいやになる  肩がこる  
足がだるい  いらいらする  腰が痛い  
あくびがでる  気がちる  いき苦しい  
頭がぼんやりする  物事に熱心になれない  口がかわく  
ねむい  ちょっとしたことが思い出せない  声がかすれる  
目がつかれる  することに間違いが多くなる  めまいがする  
動作がぎこちなくなる  物事が気にかかる  まぶたや筋肉がぴくぴくする  
足もとがたよりない  きちんとしていられない  手足がふるえる  
横になりたい  根気がなくなる  気分がわるい  
やる気がとぼしい  目がしょぼつく  遠くのものに焦点があわせづらい  
不安な感じがする  目がいたい  近くのものに焦点があわせづらい  
ゆううつな気分だ  目がかわく  ものがすぐにはっきりと見えない  
おちつかない気分だ  ものがぼやける  ものをじっと見つめるのがきつい  
腕がだるい  目がチカチカする  ものがまぶしく見える  
手や指がいたい  まばたきが多い    
 
付表-1 自覚症状しらべ・自覚症しらべ・眼精疲労申告内容 
項目 ○× 項目 ○× 
子供と遊ぶ  本屋で新刊本探し  
家族旅行  釣り  
資格取得・活用のための学習  荷物選別・破棄  
ショッピング  家の掃除  
ドライブ  読書  
スキー  スキューバダイビング  
映画鑑賞  美術館めぐり  
観劇  テニス  
人間ドッグに入る  散髪  









 NASA-TLX（National Aeronautics and Space Administration Task Load Index）は、ア
メリカで一般的に用いられているメンタルワークロードの主観的な評価手法であり、三宅
らが翻訳したものを用いた。本研究では、NASA-TLX の全項目における平均値である
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